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要約 算数文章題に関する解決支援訓練の効果について長期的な視点から検討するために,実験の1年後に遅延ポ

ストテストを実施し,指導した内容の定着と一般化の程度を測定した。訓練で扱った小数の割合文章題で指導

の定着をう訓練後の学習内容で指導内容の一一般化をそれぞれ測定し,訓練群と対照群の遂行を比較したところ,

一一般化課題のうち割合文章題では,対照群で見られた成績低下を防ぐことができた。他の指標で訓練の効果が

見られなかったことについて,訓練内容や遅延ポストテストの実施時期の点から考察した。
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問題・目的

学校教育に求められるものは,時代とともに少しず

つ変化しているが,教科教育において,基礎的・基本

的な知識・技能の定着が重要であることは,現在でも

変わっていない(e.g.文部省,1998)。教科教育における

指導のあり方を考えていくために心理学の領域にお

いても,認知心理学的なアプローチ等に基づいて教科

理解を検討した研究が増えつつある。算数・数学にお

ける文章題解決の指導を例にとると,例えば坂本

(2002)でレビューしたように,問題表象テクニックの

指導,認知方略やメタ認知方略の指導,コンピュータ

を利用した指導といったアプローチを試み,それぞれ

の指導効果を実証する研究が行われている。

しかしながら,それらの研究の大半は,指導後のプ

レテストのみで効果を示すにとどまり,遅延テストで

指導内容の定着(maintenance)を調べた研究は多くな

い。学習障害児や学習に問題のある児童を対象にした

研究では,何回かプレテストを行って指導後の経過を

追ったものがみられ,例えば,文章題の意味的なタイ

プ(問題スキーマ)を表象するスキーマ図による指導を

行ったJitendraらによる一連の研究Gitendra,DiPini,&

Perron-Jones,2002; Jitendra,Hoff,& Beck,1999;

Jitendra,Griffin,McGoey,Gardill,Bhat,& Riley,1998;

Jitendra and Hoff,1996)では,1ないし2週間後から,

長い場合は10週間後までフォローアップを実施した。

この他,線分図による問題表象テクニックを指導した

Zawaiza and Gerber(1993)では1週間後,線分図作成

を含む認知方略の訓練を行ったHutchinson(1993)では

6週間後,自己制御による認知方略を指導した

Case,Harris and Graham(1992)では,対象児により時

期は異なるものの8~13週間後に,指導内容の定着を

調べている。これらの研究では,ほとんどの貧験児に

おいて指導の効果が報告されているものの,被験者数

が少なく,統計的手法による検証はほとんど行われて

いない。健常児を対象とした研究では,中川・雜谷

(1996)とTaiika,Nakatsu,& Nozaki(2000)が,統計的手

法を用いて訓練内容の保持を検証している。まず,モ

ニタリング能力の育成をめずした自己統制法による訓

練が小学生の文章題解決を促進することを実証した中

川・雜谷(1996)において,小学5年生では訓練効果が

実験の6ヶ月後にも保持されていたが,3年生では訓

練効果が長くは保持されなかったことが報告されてい

る。また,コンピュータを用いて割合文章題の線分図

を作成する訓練を小学校5年生に実施したTajika et

a1.(2000)では,実験の5ヶ月後と1年後に遅延ポスト

テストを行い,訓練群が統制群を上回る成績を修めた

ことを示した。この他の研究では,訓練効果の保持は

検討されていないが,対象が健常児(者)の場合でも,

指導内容の定着について検討することはやはり重要で

あろう。

文章題解決の指導に関する研究の中には,指導され

た内容を,異なるタイプの問題を解決する際に利用で

きるかという,一般化(generalization)について検証し

たものがある。例えばJitendra et al.(2002)では,学習

障害を持つ中学生に対して乗除算の文章題を解く際の

スキーマ方略を指導し,教えられた問題解決技能を新

奇な問題に一般化できるかどうかを検討した。一般化

テストにおいては,指導の際に用いた間題と同じ構造

をもち文脈や未知数の位置が異なる文章題で近い転移

(near transfer)を,指導されていない複雜な文章題で

遠い転移㈲r transfer)を,それぞれ測定した。学習障
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害児を対象としたこの他の研究では, Jitendra et

al.(1998;i999)やCase et al.(1992), Hutchinson(1993)等

でも,一般化についての検討が行われている。 Owen

& Fuchs(2002)では,問題解決方略の指導にワーディ

ング等の異なる問題への転移の指導を組み合わせた群

を設け,プレテストからポストテストにかけての向上

が指導のみの群よりも大きくなることを示した。健常

児(者)を対象とした研究では,大学生を対象に数直線

を用いた問題表象の仕方を教授したLewis(1989)が,

より複雑な問題や訓練で扱わなかった問題への転移を

検討し,ベースラインや統制群を上回る遂行を示した

ことを報告している。-…-方,文章題の理解や解決プラ

ンニングを測定する課題を転移問題として用いた

Tajika et a1.(2000)では,実験群の成績は他の群と同じ

レベルに留まり,この理由については,転移問題が多

肢選択形式であったために群間差が現れなかったので

はないかと考察されている。指導内容や指導対象が異

なるので単純に結論することはできないが,他の研究

のように通常の文章題を転移課題とすれば,転移が生

じた可能性はある。ただし,既習の文章題を用いた場

合は,既にその問題をマスターしている児童等の存在

により,訓練前の遂行を統制することが困難になる。

訓練の一般化がもたらす効果を抽出するためには,例

えば訓練終了後に履修する単元内容を扱う問題を用い

て,問題解決の促進が起きるかどうかを検討するとい

ったやり方が考えられる。

以上より,本研究では,小数倍を扱う割合文章題で

正しい式を立てられない小学5年生児童に対して行っ

た解決支援の訓練についてのフォローアップを実施

し,訓練効果の持続を調べるとともに,訓練で学んだ

解法を,その後の単元で学習する問題の解決で利用で

きるかどうかについて検討する。Fig.lは本研究を含

Fig. 1 実験計画の概要

石実験計画の全体を図示したものである。解決支援訓

練の約1年後に遅延ポストテストを実施し,訓練に先

立って実施したプレテストでの遂行や,訓練を実施し

なかった対照群における遂行との比較から,訓練で指

導した解法の定着と一一般化について明らかにする。実

験群に対して行った解決支援訓練の内容とその効果に

ついては,坂本(2002)で述べられている。訓練は,解

決に必要な知識を持っているにもかかわらず,問題解

決場面でその知識を使えない児童への支援として,コ

ンピュータ・プログラムにより実施した。解決支援プ

ログラムでの指導の流れをFigぶこ示す。主要な介入

誤答 | 正答

愈込よ 問題構造と解法の指ヽ

Fig. 2解決支援プログラムによる指導の進行

は,プレテストで正しい立式ができなかった学習者に

対し,問題理解の様子を小間でチェックするとともに,

文による割合問題に準じた形で文章題の表象を作成

し,割合の用法に関する知識が利用しやすい状況で演

算選択を行わせる訓練(実際の画面はFig.3参照)であ
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り,この介人により,第3用法の文章題の遂行を向上

させることができた。これを受けて,本橋では,訓練

1年後の6年生時点で実施した遅延ポストテストの結

果について報告し,訓練効果の定着および異なるタイ

プの文章題への一般化に関して検討を行う。定着を測

定する課題は,訓練で扱った小数倍の文章題から出題

する。一般化については,訓練後に学習する単元の内

容から課題を選んだ。小数倍の文章題を取り扱う小数

の乗除算の単元および割合の単元は,改正前の小学校

学習指導要領(文部省,1989)では5年生に配当されてお

り,その後6年生に配当されている分数の乗除算を扱

う単元の中で,分数倍を扱う問題や文章題を練習する

ことになっていた。このカリキュラムに基づいて,本

研究では,分数倍の文章題と割合問題を用いて訓練内

容の‥一般化を測定することとした。なお,訓練を行わ

なかった対照群では,訓練群と同内容のプレテストと
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Tableプレテストおよび遅延ポストテストで用いた文章題

遅延ポストテストのみを実施した。

方 法

被験児 訓練群…愛知県下の公立小学校6年生84名

(男子43名,女子41名),対照群…同一一小学校の6年生87

名(男子48礼女子39名)。各群への割り当ては,5年生

時点にクラス単位で行った。

課題 定着課題として小数倍第3用法の割合文章題を,

一般化課題として分数倍を扱う割合文章題と割合問題

を,それぞれ実施した。割合文章題は,第2・第3用

法各1問の計2問を出題し,問題を解くための式を立

てさせた。プレテストおよび遅延ポストテストで出題

された文章題の一一覧をTableに示す。割合問題では,

臨はbのx倍｣という倍の関係を表す文ないし線分図

を,1つの数を□で置き換えて提示し,□にあてはま

る数を求めさせた。用法は,第1・第2・第3用法の

全てを出題し,小間数は文形式が3問,線分図形式が

4問であった。

手続き ポストテストの各課題をA4版の課題冊子に

まとめ,担任教師の指導のもと授業時間内にクラス単

位で実施した。所要時間は約45分であった。

結 果

5年生時点で解決支援訓練を実施した訓練群と実施

しなかった対照群とで,6年生時点における遅延ポス

トテストの成績を比較した。最初に定着課題,続いて

一般化課題で成績比較を行った。

1.訓練効果の持続

定着課題として実施した小数文章題第3用法につい

て,5年生および6年生時点における各群の正答率を

Fig.4に示す。正答をL仏それ以外をO点として得点

化し,学年×訓練の有無の2要因分散分析を実施した

ところ,主効果も交互作用も見られなかった(全て

F(l,169)<l,n.s.)。

2.その後の履修内容への一般化

訓練が6年生で学習した分数倍の問題解決に与える

影響を検討した。まず,訓練で扱った割合文章題で,

一般化の検討を行った。 5年生時点での小数文章題お

よび今年度の分数文章題の平均正答数はFig.5の通り。

Fig.5解決支援訓練の有無による割合文章題の成績変化

各時点での正答数について,学年×訓練の有無の2要

因分散分析を実施したところ,主効果はともに見られ

なかったが(学年:F(l,169)こ2.119,訓練F:(1,169≠0.819,

ともにn.s.),学年と訓練の有無の交互作用が有意傾向

であった(F(l,169)=3.365, p<｡10)。下位検定を行ったと

ころ,対照群では,6年生の分数文章題で,5年生で

の小数文章題より成績が有意に低下していたが,訓練

群では,成績差は有意でなく,分数文章題でもノ前年

度の小数文章題と同程度の成績であったことが示され

た。

続いて,訓練で直接扱わなかった割合問題について

分析した。5年生および6年生時点における各課題の

正答数を,満点をそろえるために率に換算して群ごと

にFig.6に示す。文形式,線分図形式のそれぞれで,

5年生時点の小数倍問題での成績と6年生の分数倍問

題での成績とを比較したところ,文形式では学年の主

効果のみが有意であり(F(l,169≠6.401, p<｡05),訓練の

有無に間係なく成績が低下したことが示された。線分

図形式では学年の主効果のほか(F(l,169卜4.693,
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Fig,6各群における割合問題の成績変化

p<｡05),学年と訓練の有無の交互作用が有意傾向であ

り(F(1,169)=3.154,p<｡10),訓練群では分数倍問題にな

ると小数倍の場合より成績が低下したのに対し,対照

群では成績低下が認められなかった。なお,訓練の主

効果は,どの課題でも有意にならなかった。

考 察

本研究では,5年生で実施した解決支援訓練の約1

年後に,定着課題と一般化課題からなる遅延ポストテ

ストを行い,訓練効果の持続およびその後の履修内容

への影響について検討した。まず,定着課題での遂行

において,プレテストからの向上が訓練群・対照群と

もに認められなかったことより,訓練の効果が一一時的

なものであり,1年後には消失してしまったことが明

らかになった。また,その後の履修内容である分数倍

問題への影響について,訓練を実施した文章題に間し

ては,訓練群では,対照群では見られた分数倍問題に

おける成績低下を防ぐことができ,この点に関しては

訓練の効果と考えられる。しかし訓練群のみで,訓練

で扱わなかった割合問題のうち線分図形式の課題にお

いて,有意傾向ではあるが,小数倍問題から分数倍問

題にかけての成績低下が生じたことより,文章題で見

られた効果は相殺されてしまったことになる。このよ

引こ,小数倍文章題に対する解決支援訓練は,1年後

という長期的な視点から検討したところ,指導内容の

定着においても一般化においても,期待していたよう

な成果を挙げることができなかった。

訓練群において長期的な成果が得られなかったのは

どうしてだろうか。この理由については,下の3点が

考えられる。まず最初に,実施した訓練そのものの問

題が挙げられる。本研究での解決支援訓練は,基本的

にステップバイステップの問題解決をベースとし,質

問に答えさせる中で文章題解決を支援していくもので

あった。ところが,数学を不得手とする生徒を対象と

した実験において,既に解いてある例題(worked

example problems)で学習した群は,プレテストから

ポストテストにかけて大きな向上を示したが,それに

対して,5つのステップで文章題を解かせる指導をコ

ンピュータ・ベースで行うシステムであるWPSEで学

習した群の向上は小さかったことが報告

されている(Yadrick, Regian, Robertson-

Schule, & Gomez,1996)。 Yadrickらはこ

の結果を,問題解決の作業がもたらす認

知的な負荷が学習を阻害するとする

cognitive load theory(e.g. Sweller,1989)を

はじめとする先行研究の知見に添うもの

と考察しており,もしそうであれば,実

験対象者の異なる本研究にも,同じ指摘

があてはまる可能性がある。つまり,本

研究の訓練では,学習者によっては認知リフースの大

半を問題を解くことに費やしてしまい,指導された解

法を訓練後も定着させられるような形で処理すること

ができないという事態が生じた。そのため,直後ポス

トテストでは向上が見られたとしても,その後の定着

や一般化には至らなかったのではないだろうか。訓練

効果の保持が実証された先述の2研究のうち, Tajika

et a1.(2000)が行った訓練が,問題解決を課さずに問

題表象テクニックのみを指導するものであったこと

も,この考察を傍証する知見と言えるかもしれない。

訓練効果の保持を実証したもうひとつの研究である

中川・新谷(1996)では,問題解決場面の中で,文章題

解決におけるメタ認知方略を教授した。訓練効果が実

験の6ヶ月後にも保持されていたのは,実験授業の約

1ヶ月間前から毎日自己統制訓練を実施していた群で

あり,実験授業を3セッション受けただけの群では,

自己統制は十分に定着しなかったことが報告されてい

る。本研究で実施したような特定のタイプの文章題に

対する解法の指導と,より一般的なメタ認知方略の指

導とでは,定着までに必要な訓練期間は同じではない

だろうが,本研究では訓練の期間が十分でなかったこ

とも,定着や一般化が見られなかった理由のひとつで

はないだろうか。直後ポストテストでの成績向上をも

たらした指導内容についての分析(坂本,2002)で示され

たように,訓練直後のポストテストで第3用法の文章

題の遂行が向上した児童群では,訓練時における第3

用法2問目の正答率が高かったことより,演算選択の

訓練で学んだ内容を,次に同じ構造の問題が出題され

た際に適用できた者が多かったと考えられている。演

算選択訓練だけでなく,学んだ知識を次の問題解決に

適用して正誤のフィードバックを受けた経験も遂行

の向上に寄与しているのだとしたら,本研究の訓練で

第3用法の文章題が2題しかなく,特に第3用法の2

問目で訓練を受けた学習者には,その後の問題解決で

フィードバックを受ける機会がなかったことは問題で

ある。この点を考慮し,訓練の問題数等を多くする等

の配慮が必要であっただろう。

第3の理由としては,遅延ポストテストまでの期間

が挙げられる。先述のTajika et a1.(2000)では,本研究

と同じ1年後の遅延ポストテストに加え,実験の5ヶ
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月後にもテストを実施した。そして,5ヶ月後のポス

トテストでは,直後ポストテストに比べて第3用法の

文章題の成績が向上したが,5ヶ月後から1年後にか

けては,成績差が認められなかったことが報告されて

いる。この結果から考えると,本研究では遅延テスト

までの間隔が長すぎたのではないだろうか。テストの

実施が3ヶ月や半年後であれば,今回とは異なる結果

が得られたかもしれない。

以士｡の点を考慮し,解決支揚訓練を,訓練効果を高

め,かつ訓練で扱わなかった内容に間する知識や力を

退行させないような内容へ改善していくと同時に,遅

延ポストテストまでの期間を短縮したり実施回数を増

やしたりして,訓練効果の保持の様相をきめ細かく検

討していくことが今後の課題である。
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